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出典：「日本語教育に関する法律（概要）」抜粋（文化庁）

出典：「日本語教育に関する法律（概要）」抜粋（文化庁）
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出典：「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ（令和６年度一部変更）（概要）」抜粋（法務省）
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出典：文化庁HP＜https://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/chiikinihongokyoiku/＞

文化庁の補助事業（令和６年度から文部科学省へ移管）

都道府県・政令指定都市が、関係機関等と連携して行う日本語

教育環境を強化するための総合的な体制づくり等を行う事業に

対して、必要経費の一部を補助 （補助率：２分の１）

【補助対象事業】

○総合調整会議の設置

○総括コーディネーターの配置

○地域日本語教育コーディネーターの配置

など
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在留資格別では、技能実習が全体の４分の１
を占めています。技術･人文知識･国際業務や
特定技能は増加傾向にあります。

市町村別では、岡山市と倉敷市の両市で
全体の約７割を占めています。国籍別では、ベトナムが2019年以降、中国

を抜き最多となっています。ベトナムは過去
４年半で１.５倍に増加しています。



2

岡山国際交流センター指定管理事業

地域日本語教育の現状把握等事業

・日本語講座の開催

・日本語ボランティアスキルアップ事業

・やさしい日本語研修事業

・子ども日本語学習サポーター事業

・日本語学習支援等事業（リソースコーナー）

・日本語教室開設・活動支援事業

・県内市町村や日本語教室関係者、
学習者等へのアンケート調査・ヒアリング

・先進地域の視察（山口県・兵庫県）

日本語教育に関する現状や課題の把握・整理と

それらを踏まえた日本語教育推進施策の検討
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日本語学習者の声

・日本語を学ぶ理由としては、「日本で生活するため」という回答が最も多い

・日本語講座を選ぶときには、曜日･時間が合うことや低額で受講できることが重要

・日本語の勉強以外に、「日本の文化を知ることができる」、「友達ができる」、「情報を知ることが
できる」、「地域の人と知り合いになれる」ことなどを日本語教室で期待している

日本語教室の声

・学習支援者の不足・高齢化、一人当たりの負担が大きい

・学習者が集まらない、続かない ・広報やPRで協力してほしい

・講師の研修機会が不足している ・他の教室と成功事例など情報交換する機会がない



2

市町村の声

・県内１７市町村において４０教室が設置･運営されている一方、

１０市町村が日本語教室のない空白地域となっている

・課題に感じていることについて、最多の回答は「支援者の不足」であり、

他には「場所の偏り」、「学習者の交通手段」、「スキルやノウハウ不足」など

・県や県国際交流協会に求めることについて、「専門人材の派遣」、「研修会等の地域での開催」、

「県内外の取組等の情報提供」、「財政補助や人材育成等の後方支援」など
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在住外国人の声（平成２９年度岡山県在住外国人生活状況調査）

・普段の生活での困りごとや不安なことでは、

「言葉に関すること」（32.7％）が最も多く、次いで「習慣・文化の違

い」（20.0％）、「生活費のこと」（19.2％）などの順となっている

・地域との間でのトラブルの原因については、

「お互いに言葉が通じない」（29.9％）との回答が最多
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１ 地域の状況に応じた日本語教育を推進するための総合的な体制整備が必要

在住外国人の日本語学習の機会を確保するため、空白地域の解消に向けた取組が必要２

３ 地域日本語教育の活動を支援するための人材育成・教育実践・環境整備等が必要



3



3

１ 地域の状況に応じた日本語教育を推進するための総合的な体制整備が必要

総合調整会議

学識経験者

地域日本語教室

外国人住民

国際活動団体

日本語教育機関

商工関係団体

市町村

等

岡山県

岡山県国際交流協会

総括コーディネーター

地域日本語教育
コーディネーター

モデル事業
（空白地域）

市町村
企業

地域住民
等

地域日本語教室
日本語教師
学習支援人材

等

既存の教室等
に対する支援

協議

助言

ノウハウ

人材

研修

情報



２ 在住外国人の日本語学習の機会を確保するため、空白地域の解消に向けた取組が必要

3

令和６年度

伴走 自走

交流会

モデル教室

開設

モデル教室

市町村運営
（間接補助）

令和７年度 令和８年度

人材育成

プレ教室
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３ 地域日本語教育の活動を支援するための人材育成・教育実践・環境整備等が必要

〇スキルアップ研修

人材育成

〇オンライン日本語講座

・仕事や子育てで時間がない
・移動手段がない

＝教室へ通うことが困難
〇リソースコーナー

教育実践 環境整備

引き続き、岡山国際交流センターを中心として、県内日本語教育環境の強化に取り組む。


